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都市防災への活用を目的とした建築物の 
瞬時被害把握システムの開発

日比野　　　陽

地震後に被災した建築物の迅速な復旧を行うためには，各建築物の被災度とともに被災地域全体の建築
物の被災状況が把握できることが望ましい。本研究では安価な地震計やカメラを用いて地震後の建築物の
構造性能や非構造部材の損傷を早期に把握し，建築物の被災状況と継続使用性を判定する技術の開発を行
う。さらに，地域内にある建築物の被災情報を収集できるシステムの実用化に向けた開発を行う。地域内に
ある建築物の継続使用性の評価情報はネットワークを通じて防災拠点などに集約し，地域の被災状況の瞬
時把握や住民の安全な避難誘導，迅速な防災計画の策定など，都市防災に活用できる技術として開発する。
キーワード：ヘルスモニタリング，加速度計，被災度，継続使用性，都市防災

1．はじめに

地震災害後の迅速な被災状況の把握や復旧は都市の
防災上非常に重要である。我が国において地震後の建
築物の被災状況把握は日本建築防災協会による被災度
区分判定基準 1）に従って実施されており，過去の地震
において，被災度が震後の復旧の要否判断に活用され
てきた。被災度区分判定は，主に構造部材の損傷度を
技術者が目視によって判定し，その損傷度から建築物
の被災度を判定するものである。部材の損傷度の判定
は被害が最も大きいと推定される階および方向におい
て実施され，被災度は対象階の部材に対して求められ
た損傷度や部材性能を考慮し，健全な状態に対して建
築物の保有耐力がどの程度低下したかを示す耐震性能
残存率から求められる。したがって，被災度の判定作
業は被災した地域の大きさや建築物の規模に大きく依
存する。例えば 2015 年の兵庫県南部地震では被災地
域に 39 万 5千棟の建築物があり，延べ 6000 人の技術
者によって判定が行われ，3週間の調査を要しており2），
被災した建築物が多数ある場合や，高層の建築物の場
合においては，調査にかなりの時間を要する。これは
震後の迅速な復旧の障害になりかねず，被災状況の把
握の省力化と迅速化が極めて重要であるといえる。
建築物の耐震性能は設計時において計算されている

ものの，施工や材料条件，地震などの災害などによっ
て設計時とは異なることが知られている。近年では，
性能評価型設計法の実現や建築物の維持管理の重要性
の認識の高まりを受けて，施工後の建築物の性能を評

価しようとする試みが数多く行われている。その中で
も，建築物の構造性能をセンサなどによって把握する
方法を構造ヘルスモニタリングと呼んでおり，構造性
能に関わるデータを計測するだけでなく，データから
得られる構造性能に関わる情報を判断・整理するなど
の機能を有している。構造ヘルスモニタリングは現
在，急速に研究が進められており，我が国においては，
例えば，常時微動を用いて建築物の振動特性を把握し
ようとするもの 3）～ 5），GPS を用いて建築物の変位を
計測するもの 6），AEセンサを用いて損傷を検知する
もの 7），変位計を使って計測するもの 8），9），加速度セ
ンサを用いるもの 10）～ 13）などがある。国外の研究者
によっても加速度計によるデータを用いた構造性能の
把握に関する研究が多数行われている 14），15）。これら
の技術の普及は新築および既存の建築物の構造性能把
握に役立つが，いずれも特殊なシステムの構築が必要
であることや費用が高価であること，実装が容易では
ないなどの問題から，実用化には至っていない。
一方で，楠らによって提案されている残余耐震性能
把握手法 16）は，加速度計を用いて地震時の建築物の
性能曲線（加速度と変形の関係）を算出することがで
きる手法であり，安価な加速度計を使用することや，
建築物のモデル化が不要で実装が容易であること，30
棟以上の建築物に設置された実績がある例えば 17）こと
などの特徴を有しており，実用化に近い。この手法を
用いることで前述したような被災度の判定を容易かつ
瞬時に実施することができ，被災後の避難と復旧の迅
速化が実現できる可能性がある。ただし，2011 年の
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東北太平洋沖地震や 2016 年の熊本地震においては，
構造耐力上重要でない壁や天井材などの非構造部材の
損傷（写真─ 1）が原因で建築物の使用が困難になっ
た建築物も確認されており 18），非構造部材の損傷も
無視することができないことが認識されつつある。さ
らに，被災地では避難所への的確な誘導とともに二次
災害の防止などが必要であり，建築物の被災度だけで
なく，被災地域全体で建築物の被災状況を把握できる
ことが望ましい。
そこで本研究では，地震後の建築物の構造性能や非
構造部材の損傷を早期に把握し，建築物の被災状況と
継続使用性を判定するとともに，地域内にある建築物
の被災情報を収集できるシステムの実用化に向けた開
発を行うことを目的とする。なお，本研究は国土交通
省の所掌する建設技術の高度化および国際競争力の強
化を目的とした建設技術開発助成制度において，平成
29 年度および平成 30 年度政策課題解決型研究開発課
題として採択されたものである。したがって，本稿の
研究内容は執筆時点においての研究状況の報告である。

2．本研究開発の概要

本研究開発は安価かつ設置が容易なシステムとする
ことで実用化を目指しており，安価なセンサを用いる
ことを前提としている。本研究開発のメンバーを表─
1に示す。本研究開発は次の4つの課題から成っている。
・研究課題
1． 安価な加速度センサを用いた建築構造物の被災

度判定技術の開発
2． 安価な CCDカメラを用いた建築非構造部材の
被災度判定技術の開発

3． 建築物の被災度・継続使用性瞬時判定技術の開
発

4． 地域内建築物の被災状況収集システムの開発
本研究の開発フローを図─ 1に示す。研究課題 1お

よび 2は構造部材および非構造部材の被災度を判定す
る技術の開発であり，この被災度をもとにして研究課
題 3では建築物の被災度と継続使用性の判定を行う。
研究課題 4では研究課題 3で判定した各建築物の被災
度と継続使用性の結果を収集し，一覧としてまとめる

写真─ 1　天井の被害

図─ 1　研究開発フロー

表─ 1　研究開発メンバー

研究代表者 日比野 陽 広島大学　大学院工学研究科　准教授

共同研究者

勅使川原 正臣 名古屋大学　大学院環境学研究科　教授
五十田 博 京都大学　生存圏研究所　教授
椛山 健二 芝浦工業大学　建築学部　教授
楠 浩一 東京大学　地震研究所　教授
荒木 正之 ㈱ aLab　代表取締役
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ことにより，行政機関や建築物の管理者が防災上活用
できるシステムとして開発する。各研究課題の詳細に
ついては次章以降で示す。

3．研究課題

（1） 安価な加速度センサを用いた建築構造物の被
災度判定技術の開発

本研究課題では，構造部材の被災度を加速度計を用
いて把握する技術を開発する。加速度計はネットワー
ク通信でき，かつ実用上問題ないレベルで加速度が計
測できるよう開発されたセンサ 19）を用いる。加速度
計のデータは LANを用いてサーバーに送られ，サー
バーにインストールされたソフトウェアで分析を行
う。加速度計は建築物の各階に 1台程度設置する（図
─ 2）。被災度は楠らの研究 16）で提案される性能曲線
をもとに判定する（図─ 3）。被災度は被災度区分判
定基準に示される「無被害」，「軽微」，「小破」，「中破」，
「大破」，「倒壊」の 6段階で判定する。ただし，建築
物の被災度を判定するためには建築物の限界変形が必
要であり，加速度計によって算出することが困難であ
るため，耐震診断基準や限界耐力計算法によって設定
された安全限界変形角をもとに安全限界点（図─ 3参
照）を定める。さらに，建築物の 1階（基礎）で計測
された加速度を入力地震動として要求曲線を作成し，
余震に対する安全性を加味する。

性能曲線に用いる代表加速度（1 Δ̈＋1 ẍ 0）は，加速
度記録からウェーブレット変換を用いて主要振動数成
分（1次モードでの振動成分に相当）のみを抽出し，
式（1）により算出する。代表変位 i Δ は，各層の質
量比mi と加速度の主要振動数成分から式（2）によ
り算出する。性能曲線は正方向，負方向で変位の絶対
値が最大値を更新した点を抽出して骨格曲線とする。
さらに，骨格曲線を等価な 3折れ線（近似線）にモデ
ル化することにより，被災度を推定する（図─ 3）。
被災度は近似線（モデル化した折れ線）と安全限界点
により定義され，応答点が第一折れ点より手前（弾性）
と判断された場合は 0（無被害）とし，応答点が安全
限界点を超えた場合はV（倒壊）とする。第一折れ点
と第二折れ点の間は被災度 Iとし，第二折れ点と安全
限界点の間は代表変位の大きさを三等分して被災度 II
～ IV とする。

　（1）

　（2）

ここで，1 Δ̈：代表加速度の建築物応答成分，1 ẍ 0：
建築物基部で観測された入力加速度の主要振動数成
分，1 x i：i 階の変位の主要振動数成分，1 ẍ i：i 階の加
速度の主要振動数成分，mi：各層の質量比。
本研究課題で定義した被災度の判定精度を検証する
ため，過去に行われた 6層鉄筋コンクリート造建物（図
─ 4）の振動台実験の結果 20）を用いて検証した。振
動台実験ではひび割れを目視で観察し，被災度 1）を
判定したものである。表─ 2は振動台実験の入力地
震波の詳細であり，加速度の倍率を 5～ 100％（レベ
ル 1～レベル 6）とした計 6波の神戸 JMA波を入力
している。図─ 5にレベル 6 入力時の X，Y方向の
性能曲線の解析結果を示す。丸印は判定された折れ点
位置である。観測された性能曲線とモデル化した近似
線は概ね対応していることがわかる。表─ 3に近似
線をもとに推定した被災度と実験時のひび割れの目視
により判定した被災度の比較を示す。目視によって判
定した被災度と解析によって求めた被災度は概ね一致
し，本研究課題による技術によって，被災度の推定が
可能であることがわかった。

（2） 安価な CCDカメラを用いた建築非構造部材の
被災度判定技術の開発

非構造部材は建築物によって仕様が異なることや，
損傷が一定でないことから，目視以外の方法による判
定は困難である。そこで本研究では安価な CCDカメ

図─ 2　加速度計の設置

図─ 3　被災度と安全限界点
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ラにより撮影された画像によって，天井材の被害を人
工知能を用いた画像解析技術で判定することにより，
地震の直後に非構造部材の被災度を自動的に判定する
方法を試みる。技術の開発にあたり，天井材の損傷の
検知が可能であるかどうか検証する実験を行った。非
構造部材の被災度は，構造部材と同様に被災度 0～ V
の 6段階で評価するのが妥当であると考えられるが，
現状では天井材の被災度の分類に関する知見が不足し

ており判定が困難である。そこで，本研究開発では非
構造部材の被災度は被害の有無による 2段階で評価す
ることとした。
人工知能を用いた画像解析では損傷の状態を機械学
習させておいた上で画像を解析させる必要がある。そ
こで，天井材のずれや落下を再現した「被害あり」の
画像と，被害が生じていない「被害なし」の画像を用
いて学習を行った。写真─ 2は学習に用いた天井材

図─ 4　試験体の軸組図

表─ 2　入力地震波の詳細

レベル 入力地震波 倍率
最大加速度（m/s2） 最大速度（m/s）

X方向 Y方向 Z方向 X方向 Y方向 Z方向
1

神戸 JMA波
（1995）

5％ 0.307 0.469 0.191 0.026 0.049 0.018
2 10％ 0.785 0.916 0.391 0.053 0.104 0.035
3 25％ 1.97 2.99 0.946 0.138 0.259 0.081
4 50％ 3.43 4.74 1.86 0.234 0.447 0.145
5 100％ 6.30 11.40 3.45 0.381 0.828 0.280
6 60％ 3.11 5.40 1.93 0.243 0.628 0.169

図─ 5　性能曲線の比較（レベル 6 入力時）

（a）X 方向 （b）Y 方向
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被害の画像の例であり，被害を受けていない天井材を
意図的にずらすなどして被害を再現したものである。
写真─ 2（a）は天井材がずれており，比較的軽微な
被害を再現しており，写真─ 2（b）は天井材が落下
した，大きな被害を再現した。
検知の対象として，写真─ 3に示す無被害の画像

および天井材がずれた画像，天井材が落下している画
像を用いた。検知実験ではまず 200 枚の画像（被害有

り写真：139 枚，被害無し写真：86 枚）を学習させて
検知の検証を行った。検知の実験は写真─ 3の 3 枚
の画像に対して，無被害および被害ありのどちらの画
像に近いかの類似性を百分率で判定させたものであ
る。表─ 4より，学習が 200 枚の場合には，無被害
や天井材のずれが良好に判定できたものの天井材の落
下は誤判定した。原因については学習画像の枚数の不
足が原因であると考えられたため，ASEBI 21）のデー
タベースにある天井材の画像および，インターネット
上から画像約 1000 枚（被害有り写真：537 枚，被害
無し写真：462 枚）を収集し，追加学習を行った。そ
の結果，写真─ 3の無被害の天井材および天井材の
落下の画像に対しては，ほぼ無被害であると判定でき
たが，天井材のずれについては 78％無被害と判定し，
200 枚の学習後よりも判定精度が低下した。これは，
天井材のずれが小さかったことから，被害がないもの
として判定された可能性がある。
さらに，その他のケースでも誤判定する可能性があ

表─ 3　被災度判定結果

入力レベル 目視による判定
解析による判定

X方向 Y方向
1 0 I I
2 I I I
3 I I I
4 II II I
5 IV V V
6 V V V

写真─ 2　天井被害検知の学習用画像

（a）天井材のずれ （b）天井材の落下

写真─ 3　検知対象とした写真

（a）無被害 （b）被害あり（天井材のずれ） （c）被害あり（天井材の落下）

表─ 4　天井材の損傷の検知結果

学習 200 枚 学習 1000 枚
無被害 被害あり 無被害 被害あり

無被害 100％ 0％ 100％ 0％
被害あり（天井材のずれ） 5.2％ 93.9％ 78.2％ 21.8％
被害あり（天井材の落下） 81.7％ 18.3％ 93％ 7％
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ると考えられることから，写真─ 3以外の様々な画
像の検知実験を実施した。例えば，写真─ 4の市松
模様の天井の画像 22）を判定したケースでは，100％被
害ありとの判定であった。また，白色以外の天井材で
はすべて無被害と判定した。これは学習させた天井材
がすべて白色であったため，白色と異なる天井材の画
像を被害があるものと学習した可能性がある。そこ
で，画像を加工した後に再度判定を行い検証を行った
結果，すべての画像でほぼ 100％被害なしとの判定と
なった。この検証から，天井材の色が異なる場合には，
画像を加工することで，検知が可能であることがわ
かった。ただし，画像を一様に白くするなどの処理は
損傷が検知できなくなる可能性につながることもある
ため，今後は学習させる画像としてより多様なものを
使用し，多様な天井材の検知ができるようにしていく
必要があるといえる。

（3） 建築物の被災度・継続使用性瞬時判定技術の
開発

地震後に建築物の使用の可否を判断する際に使用す
る指標である建築物の被災度 1）は地震後の建築物の
復旧可能性の検討に役立つ。また，地震後に住民の生
活や事業が継続できるか否か（継続使用性）は，建築
物の被災度に関連すると考えられる。喜々津ら 23）は，
2011 年東北地方太平洋沖地震で被災した建築物の地
震後の継続使用状況を調査し，地震後に建築物を使用
できなかった要因についてまとめている。継続使用性
を確保するための上部構造，非構造部材の損傷の限界
状態についても提案を行っている。本研究開発では前
節までの研究課題による構造部材と非構造部材の被災
度の判定を踏まえ，継続使用性を構造部材と非構造部
材の被災度から判定する。構造部材と非構造部材の被
災度を用いて建築物としての被災度を判定するととも
に，継続使用性を判定することを目的とする。
表─ 5は構造部材の被災度と非構造部材の被災度

から判定する建築物全体の被災度であり，構造部材の

被災度と非構造部材の被災度の大きい方の被災度で決
定される。継続使用性については，この被災度をもと
に決定されるものと思われる。ただし，現状では非構
造部材の被災度が 2段階でしか評価できないことやそ
の定義が定まっていないことから，過去の地震時の継
続使用状況の調査結果 23）などを参考に，被災度と継
続使用性の判定方法を確立していく必要がある。

（4）地域内建築物の被災状況収集システムの開発
継続使用性は建築物ごとに判定されるが，地域内に
ある建築物の判定が集約されることで，都市の防災に
役立つ可能性がある。特に建築物の管理者や行政機関
が震後に被災状況を把握することで，住民の避難や誘
導，復旧などに活用することが可能になる。地震後の
速やかな復旧が可能であることは社会基盤の強靭化に
もつながると考えられる。
本研究課題では，各建築物の構造・非構造部材の被
災度，継続使用性を集約するシステムを開発すること
を目的とする。開発するシステムは各建築物にある
サーバーで地震（震度）をトリガーとして，地震後数
分以内に構造部材と非構造部材の被災度および建築物
の被災度，継続使用性を判定し，その結果をインター
ネットを通じて，集約サーバーに送信する。各建築物
の被災状況は集約サーバーのウェブ上で一覧として表
示する。図─ 6は開発中の被災状況集約システムの
表示例であり，地震時の建築物の被災度および震度な
どの情報を示しており，建築物の位置が地図上に表示
されるとともに，アイコンの色で被災状況が確認でき
るものとなっている。さらに，各建築物の部材の被災
度と継続使用性の判定結果が一覧で表示される（図─
6中下部）。なお本システムは，建築物の被災度の判
定技術が確立できていないため，完成には至っていな
い。今後は各研究課題を進め，各建築物と相互に接続
して実証実験を行う。

写真─ 4　市松模様の天井

表─ 5　建築物の被災度

非構造部材の被災度
0 I II III IV V

構造部材の
被災度

0 0 I II III IV V
I I I II III IV V
II II II II III IV V
III III III III III IV V
IV IV IV IV IV IV V
V V V V V V V
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4．おわりに

本研究開発では，都市防災において活用できるシス
テムとして，構造部材と非構造部材の被災度の判定や
建築物の継続使用性評価，地域内の建築物の被災状況
を瞬時かつ自動的に集約できるシステムの開発に取り
組んでいる。研究開発では，構造部材の被災度判定が
実用上問題ない精度であることを検証した。また，非
構造部材の被災度判定の手法では学習素材に依存する
誤判定が検証実験により確認した。その他の研究課題
においてはシステムの設計を進めており，実証実験を
進めていく予定である。研究課題によって研究の進度
には差があるものの，開発は概ね順調に進んでおり，
実用化が近いと考えている。ただし，普及には，行政
機関や建築物の管理者などの同意や協力を得ることが
課題であるといえる。本研究開発が実用化されれば，
都市防災への活用はもとより，建築物の動的性状の把
握や，被災度と目標性能や損傷限界状態の整理にも発
展させることができるものと考えている。さらには，
我が国や世界各国の耐震規定の高度化，精緻化にも役
立つことが期待される。
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